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１．はじめに 

（その７）に続き、米国の構造規準による RC 造の設計

例を紹介する。長辺方向が純ラーメン構造、短辺方向が

壁付きラーメン構造の 12 階で、地震の多い地域に建つ。 

２．設計用地震力の決定 

（１）モデル化 

解析ソフトは ETABS を用い、三次元解析を行っている。

RC の部材剛性はひび割れを考慮し、次のように断面 2 次

モーメントＩを低減する。 

  梁は 0.3I、柱は 0.5I、壁は 0.5I 

その他のモデル化に当たって重要なことを次に示す。 

・柱・梁・壁付き柱は 2 次元の骨組み要素とするが、壁

パネルは有限要素に分割する。 

・各階のスラブは面内に剛、面外に柔と仮定する。 

・梁は ACI に準じてスラブの協力幅を考慮する。 

・柱・梁接合部の剛域は、柱が 100%、梁が０％とする。 

・建物重量として、部材の自重のほか、屋根荷重、間仕

切り壁、天井と設備、外壁の壁の重量をそれぞれ 

10psf(0.48kN/㎡)を加えた。 

（２）解析手法 

解析手法は次の三つがあり、適用は耐震設計区分によ

り、制限されている。 

①等価水平力法 

②モード応答スペクトル法 

③地震応答時刻歴法 

本建物では、偶発的捩りが生じるので、モード応答スペ

クトル法を用いる。この方法は、設計用地震力が少く、

経済的なので、地震が多い地域で使用される場合が多い。

比較のため、等価水平力法によるベースシヤも求める。 

（３）固有周期 

固有周期はモード応答スペクトル法を用いた精算周期

によるが、終局状態（部材の剛性を大きく低下）であり、

周期が長いので、略算周期 Ta に上限係数 Cu (表２参照)を

乗じた値よりも短くする。略算周期 Ta は次式から求める。 

  Ta=Cthχ
n 

hn は建物の高さ（49.07ｍ）で、Ct とχは表１による。 

短辺方向（壁付きラーメン)は表１のその他の構造システ

ムによる。設計用応答加速度 SD1は（その７）より 0.589

である。固有周期の計算結果を表２の下に示す。 

 

表１．略算固有周期の係数 Ct とχ 

構造形式 Ct χ 

S 造のラーメン骨組 0.0724 0.8 

RC 造のラーメン骨組 0.0466 0.9 

S 造の偏心ブレース骨組 0.0731 0.75 

その他の構造システム 0.0488 0.75 

 表２．略算固有周期の上限値に関する係数 Cu 

周期 1 秒の設計用応答加速度 SD1 Cu 

≧0.4 1.4 

0.3 1.4 

0.2 1.5 

0.15 1.6 

≦0.1 1.7 

長辺：Ta=1.55、CuTa=2.17、精算周期 2.02、採用 2.02 秒 

短辺：Ta=0.9、CuTa=1.27、精算周期 1.42、採用 1.27 秒 

日本の略算周期はＴ＝0.02×49．07＝0.98 秒（両方向とも） 

（４）ベースシヤ 

ベースシヤは等価水平力法とモード応答スペクトル法

により求め、両者を比較して定める。 

１）等価水平力法によるベースシヤ 

等価水平力法によるベースシヤ V を次式より求める。 

  V=CsW 

   W は有効建物全重量で 195,440kN 

      Cs はベースシヤ係数で、図１から Sa（縦軸）を求

め、次いで Cs=Sa／（R／I）より求める。 

   R は応答補正係数で、長辺方向が 8、短辺方向が７

である。また重要度係数 I は 1.0 である。 

 

    図１．設計用応答スペクトル 

（その７）より、SDs＝1.10、SD1＝0.589、であり、図 1 に

おいて、水平部分から右下がりになる部分の周期は

Ts=SD1／SDs＝0.589／1.1＝0.535 秒となる。 

長辺方向の固有周期は 2.02 秒、短辺方向は 1.27 秒で、 
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図１で右下りの曲線部となり、Sa は次式で示される。 

 Sa=SD1／T 

 長辺方向の場合  Sa=SD1／T＝0.589／2.02＝0.292 

Cs=Sa／（R／I）＝0.292／8=0.0365 

    但し、ASCE では以下の最低値を定めている。 

  Cs,min=0.044SDs×I＝0.0484 

  従って、Cs=0.0484 となり、ベースシヤ V は 

  V=CsW＝0.0484×195,440kN＝9460kN 

短辺方向の場合も同様に、T=1.27 秒、R=7 から 

  Cs=0.067 となり、V=13,003kN となる。 

２）モード応答スペクトル法によるベースシヤ 

モード応答スペクトル法によるベースシヤは等価水平

力法による値よりも小さいので、応力解析は後者の値に

0.85 を乗じた値以上とする。計算結果は次の通りである。 

長辺方向：等価水力法 9462,  0.85 を乗じ 8041（採用）、 

モード応答スペクトル法 6506KN 

短辺方向：等価水力法 13,003,  0.85 を乗じ 11,049（採用）、 

モード応答スペクトル法 10,212KN 

応力解析以外にも、後述する他の要因、例えば、偶発的

捩りと層間変形は等価水平力法、P-Δ効果はモード応答ス

ペクトル法によるベースシヤを用いる。 

３．地震力の鉛直方向の分布 

モード応答スペクトル法の場合は、各階の地震力は直接

計算により求めることができるので、ここでは省略する。 

参考のために、等価水平力法の場合は次式により求める。 

  Fx=CVXV    ただし CVX=wXhｘ
k
/(ΣWihi

k
) 

            k=1.0  T＜0.5 秒  k=2.0  T≧2.5 秒 

            k=0.75＋0.5T   1.0<T<2.5 秒 

４．捩りの検討 

本建物は平面的に重心と剛心が一致し、固有の捩じり

は生じないが、偶発的捩りを検討する。建物幅の５％だ

け重心が移動して、捩りが生じると仮定した場合、最大

変位と平均変位の割合が 1.2 を超えると、偶発的捩りを考

慮する。本建物では、短辺方向に加力の場合、9 階以下が

1.2 を超える。この場合、偶発的捩りモーメントに、次式

で示す捩じり増幅係数 Ax を各階に乗じる。 

 Ax=（δmax／1.2δavg）2
 

５．地震力の作用方向 

耐震設計区分が D であるので、地震力を両方向に作用さ

せる（ある方向に 100％、直交する方向に 30％）。 

６．P-Δ効果 

P-Δ効果は次の安定係数θが 0.1 以下の場合考慮しない。 

  θ＝PxΔ／VxｈsxCd 

   ここで、Px はある階（X）以上の設計用鉛直荷重 

     Δは設計用層間変形      

Vx は層せん断力（モード応答法による） 

     ｈsx はある階（X）直下の階高 

     Cd は変形増大率で本建物の場合 5.5 

Δの計算に Cd を乗じているので、再度 Cd で除している。 

計算結果は、本建物の場合、P-Δ効果を無視してよい。 

７．層間変形の制限 

ある階ｘの変形は次式で求められる。 

 δｘ＝CdΔxe／I 

 ここで、Cd は変形増大率（本建物の場合 5.5） 

     Δxe は弾性解析によるその階の弾性変位 

     I は重要度係数（本建物の場合 1.0） 

層間変形Δ（上下階の変形δの差）は次式を満足しなけ

ればならない。    Δ≦Δa 

Δa は許容層間変形で、本建物の場合Δa＝0.02hsx となり、

計算結果は充分満足している。ここで hsx は階高である。 

８．ラーメンと耐力壁の負担割合 

 耐力壁を含むラーメン構造の場合、耐力壁を除いた骨

組は最低でも 25％以上の地震力を負担しなければならな

い。短辺方向の 1 階において、ラーメンの負担率が 25％

以下になっているので、割り増す必要がある。 

９．まとめ 

① 米国の構造基準はフィリッピンに大きな影響を与え

ている。 

②米国の設計用せん断力は、かなり小さく、柱の断面も

小さい。その理由は、設計用応答加速度を大きな応答補

正係数Ｒで除していること、終局時を想定し固有周期が

長いこと等が原因と考えられる。 

③一方、きめ細かい全国の地図上応答加速度、余剰係数

ρ、余力係数Ωo、荷重効果の考え、上下方向地震力、平

面的不整形、立面的不整形、両方向地震力、Ｐ－Δ効果、

ラーメンと耐力壁の負担割合（日本でも採用している）

の検討等日本でも見習うことが多い。 

④今後、設計例のうち、断面設計部分も紹介したい。 
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